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企業化目線で見た発酵法エタノール



発酵微生物部門

環境微生物部門

病原微生物部門



高温エタノール発酵の工業化への取組

高温エタノール発酵技術は山口大学が有するユニークな技術として、CO2削減、
廃棄物リサイクル面から注目され関心が高くなっている(中高温 山田教授)

発酵で得られるエタノールは数%の低濃度であるため、工業的に利用するためには
高濃度までの濃縮が必要であるが、水の蒸発に多大のエネルギーが必要であった。

省エネ技術として膜分離が挙げられるが、この分野でも山口大学は先端的な
研究を行っている(ゼオライト分離膜 熊切教授)。

→「高温発酵」と「分離膜」を組み合わせることで、コスト的に優位な工業化技術
となり得る。



AI搭載
燃料改質エンジン発酵槽

廃棄焼酎粕
洗米排水
など

高温発酵と燃料改質エンジンの連結による発電システムの開発
- 廃棄物からのグリーン電力化技術 -
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改良酵母による高温発酵

国内企業との実用化技術開発の事例

・ 酒造メーカのメリット：電力の確保、排水や産業廃棄物の削減
・社会的メリット：仮に国内全てにこのシステムを導入するとCO2を約1,000万トン／年削減（試算値）



山口大学高温発酵技術

冷水
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ｼﾞｬｹｯﾄ付発酵槽

発酵槽

通常の発酵設備
(20～30℃)

高温発酵設備
(40～45℃)

発酵反応は発熱反応であるため
＊温度を保つために発酵槽をｼﾞｬｹｯﾄ付の容器
とし冷水循環にて発酵熱を除去する
→ｼﾞｬｹｯﾄ付容器(設備費高)

＊冷水を作るため冷水ﾕﾆｯﾄが不可欠
→冷水ﾕﾆｯﾄ(設備費高)
→上記の為の電力が必要(運転ｺｽﾄ大)

高温発酵では
＊液温上昇と放熱により発酵熱がｷｬﾝｾﾙされる
＊冷水ﾕﾆｯﾄ不要、ｼﾞｬｹｯﾄ付容器不要
→設備費と運転ｺｽﾄの大幅削減が可能

その他
＊SSFでの糖化酵素量の削減
＊雑菌混入リスクの抑制



EtOH濃縮における蒸留法と膜分離法の比較

表は下記より引用
Kumakiri, I.; Yokota, M.; Tanaka, R.; Shimada, Y.; Kiatkittipong, W.; Lim, J. W.; Murata, M.; Yamada, M., 
Process Intensification in Bio-Ethanol Production–Recent Developments in Membrane Separation. 
Processes 2021, 9 (6), 1028.

山口大学膜分離技術

10wt%EtOH⇒80wt%EtOHの必要エネルギー

蒸留法 1,803W/kg-EtOH
膜分離法 1,199W/kg-EtOH
なお、目標とする濃度が高くなるほど膜分離法が更に有利となる

12Φ×400L×10本

分離膜モジュール
(萩ガラス工房)



発酵槽のスケールアップ
温度制御なし



３ｍ3発酵槽３基と200L蒸留塔の接続



企業化目線で見た発酵法エタノール

• 事業の意義は？(地域特性、CO2削減、SDGs ・・・） ⇒残渣の有効利用、自立型電源、排水削減
• 原料の調達((量、品質バラツキ対応) ⇒酒造残渣、品質バラツキ対応済み
• 発酵設備(温度制御、発酵時間、滅菌操作)費用と運転コスト⇒温度制御無しで運転可能、目標EtOH濃度達成

今後、発酵工程の設備費積算
発酵槽等の海外調達により想定より安価

• 発酵槽のスケールアップ ⇒5L→3,000Lのスケールアップ可能
• 発酵残渣をどうするか？ ⇒飼料として活用
• 発酵液中エタノール(7～8wt%)の濃縮設備費と運転コスト ⇒最終年度に実施(設備・コスト)
• エタノールの用途(化学原料 or 燃料?) ⇒最終年度に実証設備にて発電

消毒用アルコールの可能性検討

• トータルコストは？ ⇒最終年度に纏め、実用化の判断

旭酒造殿での「酒造残渣及び排水からのエタノール製造とグリーン電力化
技術の開発」(やまぐち産業イノベーション促進補助金)を例に

最近の環境重視経営の観点から発酵法エタノールに再び注目、現在検討中の案件多々
単一技術ではなく、多様な技術・知識の組み合わせ(共創の思想)により事業化が視野に


